
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建築BIM推進の取組について

令和８年３月18日（水）
国土交通省 住宅局 建築指導課



BIM（Building Information Modelling）とは

現在の主流 （CAD） BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス

➢図面は別々に作成

➢壁や設備等の属性情報は図面と
アナログに連携

➢竣工後は設計情報利用が少ない

➢ 1つの３次元形状モデルで建物をわかりやすく「見える化」し、
コミュニケーションや理解度を向上

➢各モデルに属性情報を付加可能

➢建物のライフサイクルを通じた情報利用／IoTとの連携が可能

平面図・立面図・断面図／構造図／設備図

＜壁の属性情報＞
・壁仕上、下地材
・壁厚
・遮音性能
・断熱性能
・不燃・準不燃・難燃
・天井裏の壁の有無 等

＜柱の属性情報＞
・構造、材種
・材料強度
・仕上、下地材
・不燃・準不燃・難燃 等

＜開口部の属性情報＞
・開閉機構
・防火性能
・断熱性能
・金物、錠、ハンドル 等

BIMモデル
（建物全体）

BIMモデル
（室内部分を拡大）

⚫ BIMとは、①及び②の情報が入った「建物情報モデル」を構築するシステム。
①3次元の形状情報
②室等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上げ等、建物の属性情報
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建築BIMの普及に向けた取組の全体像

社
会
実
装
を
加
速
化

①BIMによる確認申請を可能に

②設計・施工・維持管理間の横断的な活用の円滑化

③維持管理・運用段階の利用促進

④中小の設計事務所・建設業者のBIM活用促進
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建築BIM推進会議について

建築BIM推進会議
【委員長】松村秀一 神戸芸術工科大学 学長

【事務局】国土交通省 大臣官房官庁営繕部整備課／不動産・建設経済局建設業課／住宅局建築指導課

【参加者】建築物の設計、施工、維持管理などに係る学識、国土技術政策総合研究所、建築研究所、民間関係団体等

※ 個別課題に対応した各検討部会を設置

⚫ 建築物の生産プロセス及び維持・管理において、BIMを通じ情報が一貫して利活用される仕組みの構築を図り、
建築分野での生産性向上を図るため、官民が一体となってBIMの推進を図るため建築BIM推進会議を設立。

⚫ 建築BIM推進会議においては、各分野で進んでいる検討状況の共有や建築BIMを活用した建築物の生産・維
持管理プロセスやBIMのもたらす周辺環境の将来像を提示するとともに、個別課題に対応するための検討部
会を設け、建築BIM活用に向けた市場環境の整備を推進。

民間団体等と連携・相互調整民間団体等と連携・相互調整 民の取組民の取組
（公社）日本建築士会連合会 (一社)日本建設業連合会 （一社）日本コンストラクション

･マネジメント協会(一社)日本建築士事務所協会連合会 (一社)全国建設業協会

(公社)日本建築家協会 （一社）日本電設工業協会 国土交通省国土技術政策総合研究所

（一社）日本建築構造技術者協会 （一社）日本空調衛生工事業協会 国立研究開発法人建築研究所

（一社）日本設備設計事務所協会連合会 （一社）日本建材・住宅設備産業協会 (一社) buildingSMART Japan

（一社）建築設備技術者協会 （一社）住宅生産団体連合会 (一社)日本建築学会

(公社)日本建築積算協会 (公社)日本ファリティマネジメント協会 (一財)日本建設情報総合センター

日本建築行政会議 BIMライブラリ技術研究組合 （一社）建築・住宅国際機構

(一財)日本建築センター (一社)不動産協会 一般財団法人 建築行政情報センター

部 会 ①
BIMを活用した建築生産

・維持管理に係る
ワークフローの整備

部 会 ②
BIMの形状と

属性情報の標準化

部 会 ③
BIMを活用した
確認検査の実施

部 会 ④
BIMによる

積算の標準化

部 会 ⑤
BIMの情報共有基盤の

整備

3



BIMによる建築確認とBIM活用の目指す姿

2D図面審査
（2D CAD）

✓ 2D図面審査と同等、あるいはそれよりも
手間がかからない申請・審査の実現

✓ 審査支援機能実現のための審査データの
標準化

BIM図面審査

BIM活用の
普及を後押し
BIM活用の
普及を後押し

BIMデータ審査

✓ 建築に関わるデータが正規化

✓ 審査支援機能による審査期間の短縮
と審査業務の効率化

（標準化された）

BIMデータの活用
（標準化された）

BIMデータの活用

建築業界全体の生産性の向上を
実現するため、設計・審査・施工・保守の各工程で

BIMデータの活用の普及

建築業界全体の生産性の向上を
実現するため、設計・審査・施工・保守の各工程で

BIMデータの活用の普及

現在

2026年4月

2029年春
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BIM図面審査とBIMデータ審査

BIMデータから出力されたIFCデータとPDF形式
の図書の提出により、図面間の整合チェックが不要
となり、審査期間の短縮に寄与

BIMデータから出力されたIFCデータとPDF形式
の図書の提出により、図面間の整合チェックが不要
となり、審査期間の短縮に寄与

BIMデータ

提出

提出

（ネイティブデータ）

※ IFC：BIMの共通ファイルフォーマット

BIM図面審査

開始

2026年4月1日
（予定）

順次拡大

2027年度～

審査対象
従来と同様の申請図書

IFC※データ

３D 

審査対象外
（参考扱い）

PDF形式の図書

２D

PDF形式の図書

：審査対象範囲：CDE上での提出範囲

IFCデータを活用した
審査対象を順次拡大

将来像

IFCデータを審査に活用し、審査に必要な情報が自
動表示されることにより、更なる審査の効率化（審査
期間の更なる短縮）に寄与

IFCデータを審査に活用し、審査に必要な情報が自
動表示されることにより、更なる審査の効率化（審査
期間の更なる短縮）に寄与

BIMデータ審査

BIMデータ

提出

提出

審査対象
IFCデータによる審査対象以外

IFC※データ

３D
＋属性

情報

２D

ビューア

●●●

審査対象

＋

審査に必要な情報
が自動表示

2029年春

（ネイティブデータ）

PDF形式の図書

開始
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建築分野の中長期的なビジョン（仮称）の策定に向けて
～中間的なとりまとめ～ 概要

6



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

PLATEAUの取組について

令和８年３月18日（水）
国土交通省 都市局 国際・デジタル政策課



３D都市モデルとは（Project PLATEAU）

⚫  ３D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進する国土交通省のプロジェクトとして、
Project PLATEAU（プラトー）を2020年に開始。

⚫  Project PLATEAUの3D都市モデルは、都市の三次元形状に加え、建物の用途や構造等の意味
情報を保持可能で、 点群やGoogle Earth等の従来の３Dデータと異なる。

都市計画基本図

建物、道路、街区等の２次元地図データ

（概ね５年更新）

航空写真

建物の高さ、形状等の３次元データ

都市計画基礎調査等
建物の用途、属性、築年等のデータ

３D都市モデル

形状の把握

用途・属性

◼ 3D都市モデルは、基本的に①都市計画基本図（基盤地図情報）、
②都市計画基礎調査、③公共測量成果（航空写真等)から作成。

◼ 従来の3Dデータ（左図：Google Earth）と異なり、三次元形状
のみならず建築物の用途や構造等の意味情報を保持可能。

◼ 3D都市モデルの用途に応じて、適切な整備水準
（LOD0～LOD4）を選択可能。

建築物モデルの整備例

8



Project PLATEAUの取組概要

⚫ Project PLATEAUの取組開始から3年目を迎えた2022年度には地方公共団体に対する補助制度を創設し、

3D都市モデルの整備・活用を促進。整備済都市数は、令和７年度末に約300都市に達する見込み。

⚫ 「2027年度までに500都市を整備」等の実現を目標として掲げ、3D都市モデルの整備拡大・社会実装の実現に向

けた取組を推進。

■ 3D都市モデルの整備状況 ■ 3D都市モデルの活用（ユースケース開発）

■ 3D都市モデルのオープンデータ化

• 3D都市モデルのデータや技術資料等を公開。 3D都市

モデルのデータは二次利用を可能とすることで、各分野に

おける研究開発や商用利用を促進。

•ハッカソンの開催、ハンズオン支援等を実施し、

PLATEAUのコミュニティ形成を支援。

•防災・防犯、環境・エネルギー、まちづくり、モビリティ、地域活性化・観光等の多様な分野で
活用事例（ユースケース）を創出し、地域課題の解決やニーズに合わせたサービスを創出

浸水状況の３次元可視化
（2022年度補助事業。埼玉県戸田市）

市民参加型まちづくり
（2023年度直轄事業。東京都八王子市等）

災害リスクを3次元化し、建物データ（階数、構造等）と
合わせた分析により、都市スケールで「垂直避難」可能な
建物を抽出。防災指針の検討に活用することを目指す。

XR技術を活用したまちづくりWS運営システムを開発。複雑
な都市開発を直感的に理解可能とすることで、まちづくりへの
市民参加を活性化させる。

2020年度：約60都市

2022年度：約130都市
※地方公共団体への補助制度を創設

2023年度：約200都市

2024年度：約250都市
※民間事業者等への補助制度・間接補助制度を
創設

→2025年度：約300都市（予定）

→2027年度：500都市（目標）
（いずれも各年度末時点の数字）
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3D都市モデル活用の現状・課題：アンケート結果（1/3）

35%

32%

30%

28%

25%

19%

19%

15%

14%

13%

12%

10%

都市の人流等の可視化ツール

避難行動立案支援ツール

景観シミュレーション

開発許可申請管理システム

公園管理システム

延焼シミュレーション

XR技術を活用した市民参加型まちづくり

タンジブルインターフェースを活用した住民参加型まちづくり

XR観光資源創出ソリューション

歴史・文化・営みを継承するメタバース体験の構築等

雪害対策支援ツール

太陽光発電のポテンシャル推計

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

●国において開発したツールのうち「関心がある」と回答があったツールについて

都市の人流等の可視化ツールや景観シミュレーション等、施策の合意形成過程において活用可能なツール
への関心が高かったほか、避難行動立案支援ツールについても約1/3の地方公共団体が関心を寄せており、
全体として都市政策領域での活用に対する関心が高い傾向が見て取れた。

○ 令和７年度に、3D都市モデルの整備・活用等の状況に関し、全ての地方公共団体を対象とした

アンケートと、PLATEAUコンソーシアム会員を対象としたアンケート調査を実施。

【実施時期】 令和7年6月   【回答数】 47都道府県、1,590市区町村
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3D都市モデル活用の現状・課題：アンケート結果（2/3）

60%

54%

53%

36%

29%

27%

19%

19%

11%

8%

6%

3%

5%

予算の獲得（財政部局への説明）が困難

モデル活用の明確なニーズやメリットがない

庁内の検討体制がない・人員が足りない

モデルの活用イメージがわかない

庁内で新規施策を立案する余裕がない

モデル整備費用などのコスト感がわからない

部局横断での施策理解や協力体制の構築が進ま…

技術的な内容を理解できない

施策の実施意義がわからない

上層部等の理解が得られない

個人情報の取扱いに不安がある

国の財政支援の使い勝手が悪い

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

●3D都市モデルの整備・活用の取組の検討着手・実施にあたっての課題・ハードルについて

予算の獲得（財政部局への説明）が困難と回答した割合が最も多く、続いて3D都市モデル活用に対す
る明確なニーズ・メリットの不足や検討体制に課題があるという回答が多かった。

○ 令和７年度に、3D都市モデルの整備・活用等の状況に関し、全ての地方公共団体を対象とした

アンケートと、PLATEAUコンソーシアム会員を対象としたアンケート調査を実施。

【実施時期】 令和7年6月   【回答数】 47都道府県、1,590市区町村
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3D都市モデル活用の現状・課題：アンケート結果（3/3）

○ 令和７年度に、3D都市モデルの整備・活用等の状況に関し、全ての地方公共団体を対象とした

アンケートと、PLATEAUコンソーシアム会員を対象としたアンケート調査を実施。

【実施時期】 令和7年6月   【回答数】 47都道府県、1,590市区町村

46%

41%

26%

25%

21%

14%

13%

12%

10%

8%

1%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

活用事例集やパンフレットなどの参考資料の充実

各地方公共団体からのQ&Aの共有

技術的な研修・勉強会の実施

補助制度の拡充（あれば具体的に）

整備・活用を委託可能な企業等の紹介

オープンデータの法的整理

地方公共団体間の横のつながりの紹介

専門人材の紹介・派遣

他地方公共団体と情報共有する場の提供

国土交通省担当者と個別に議論・相談する場の提供

メルマガ等の定期的な情報発信

その他

●3D都市モデルを整備・活用するにあたり、実施してほしい国の支援について

活用事例集やパンフレットなどの参考資料の充実や、各地方公共団体から寄せられる質問についてのQ＆A
の共有に対するニーズが高いことがわかった。また、技術的な研修・勉強会の実施についても要望が多かった。
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Project PLATEAUとして今後取り組むべき重要項目

○ これまでのPLATEAUでの取組みから認識される課題と今後目指すべき方向性、その実現に向けた具体
的な   取組みを提示するため、 「PLATEAU ビジョン 2026」を策定予定。

○ ビジョンでは、①データ整備・更新の効率化、②サービス実装、③国外への都市デジタルツイン展開を前
述の  主な課題の解決をはじめ、Project PLATEAUの目指す姿の実現に向けた重要項目として位置づけ。

今後取り組むべき重要項目
モデルデータの整備・更新コストの低減に向けた技術開発と仕様の見直
しにより、ニーズに即したモデルの新規整備都市拡大と、既存整備都市
のモデル更新サイクルの確立を図る
➢ ニーズに即したデータ整備の促進

➢ 整備・更新の効率化のための先進技術の開発・導入

➢ 都市デジタルツインの整備拡充に向けた都市に関連する多様なデータ群の活用

国外における都市デジタルツインを活用した課題解決を促進するととも
に、国内の取組への海外市場における成果の還元を図る
➢ 国際社会における我が国取組の認知度向上・主流化

➢ 海外の都市開発施策との連動

データ整備・更新

の効率化

サービス実装

国外への都市

デジタルツイン展開

3

２

１

３D都市モデルをまちづくり分野において定常的に活用するとともに、周
辺領域においても課題解決のツールとして活用し、さらに、まちづくりを
超えた多様な分野における利活用の拡大を図る
➢ 都市計画・まちづくり実務や、手続き・管理などの行政プロセスの高度化・効率化

➢ 社会課題解決に資するビジネス創発

➢ 広範な利用者層に向けたさらなる価値創出
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フェーズフリーな3D都市モデル活用

日常時（まちづくり・防災等） 非常時（災害対応）

○ 従来手法の変革による、豊かな生活・多様な暮らし方・働き方を支えるまちづくりの実現のためには、
PLATEAUの３D都市モデルを整備・活用する産学官の主体による地域への実装の自律的な発展が全国
で進むことが必要。

○ そのためには、フェーズフリーの考え方に基づき、日常時には防災やまちづくり等に活用するとともに、非常時
には災害対応に活用するなど、多様で複雑な地域課題の解決に向けて、多角的・分野横断的な3D都市
モデルの活用を想定した取組の推進が重要。

・ 人工衛星データと3D都市モデルを活
用して、被災後の建物被害を推定・
分類し、被害状況のマップ表示・リス
ト出力・住居表示変換を提供できる
よう開発を推進。

フェーズフリーな3D都市モデル活用のイメージ

■ 建物内外のモデルや人流データを活
用した混雑把握や避難ルート検討

■ 復興まちづくりにおける活用

・ 市街地での火災延焼シミュレーションによ
る防火地域等指定、消防訓練等
・ 水害時の浸水シミュレーションによる垂直
避難建物の抽出や防災指針への反映等

※開発中のものも含む

■ 属性情報を活用した都市構造推移
の評価や立地適正化計画の策定・
見直し等への反映

■ 災害リスク把握・防災計画等への反映

3D都市
モデル

■ 衛星データ等を活用した建物被
害認定業務の効率化

■ まちの将来イメージの可視化と合意
形成の円滑化

・ 能登半島地震後、被災地の復興ま
ちづくり計画策定などに役立てることを
想定し、PLATEAUの手法を活用し
て、能登地域周辺の3D都市モデル
（建築物）を整備。

整備範囲（緑色着色
に建築物が存在）

作成したデータ例

被災後の建物被害を推定・可視化

まちづくりの将来計画の可視化

建物内外の避難シミュレーション
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大阪・関西万博会場の「デジタルアーカイブ」に関するPLATEAUの取組

○ 2025年に開催された大阪・関西万博会場の大屋根リングや各国のパビリオンなど、会場内の建築物を3D 都市モデルと
して整備することで、その価値を保存しつつ、建築やまちづくりをはじめとする多様な分野で活用可能な「デジタルアーカイブ」
として提供（3月６日、G空間情報センター及びPLATEAU VIEWにて公開）。

○ 万博会場を再訪できるようなコンテンツや教育教材の開発等において本データが活用されることを期待。また、
「GREEN×EXPO 2027」（横浜グリーンエクスポ）においても、デジタルアーカイブの整備・活用を通じた機運醸成に取
り組む予定。

⚫ G空間情報センターにおいて、3D都市モデル及びモデル整備に当たって取得した点群データを公開
（商用利用は禁止）

⚫  3D都市モデルは、建築BIM（大屋根リング）、多方向カメラで撮影した空中写真、レーザースキャナー
で計測した点群データから作成

【公開先】https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/plateau-27999-osaka-shi-2025 （G 空間情報センター）

▼ 3D都市モデル ▼ 点群データ
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データ公開後のSNSでの反響・ユーザーへの利活用の広がり
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

不動産IDの取組について

令和８年３月18日（水）
国土交通省 不動産・建設経済局 不動産市場整備課



不動産IDとは

＋不動産ID 郵便番号 住所 位置情報

123456789 1000013
千代田区霞が関

2－1－1
35.434863

/139.688193

⚫不動産は、一意に識別（特定）することが難しく、所在地の住所も表記ゆれ等が存在し、DXや情報連携のボトルネックとなってい
る。国土交通省としては、全国の不動産にID（不動産ID）を付与し、不動産を一意に特定できる環境整備を図る方針。

⚫現在は、2027年度中の試験運用開始（一部先行整備地域）を目指して、データ整備の検証やユースケースの検討等を実施して
いるところ。

施策の背景・現状

不動産ID

∙ 不動産毎に付番されるコード

∙ 位置情報を含み、不動産を一意に
特定することが可能

∙ 番号体系は検討中

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ID

不動産ごとに付番され、
IDにより建物を特定することが可能

緯度:35.434863
経度:139.688193

ＤＸや情報連携を進めるために不動産を一意に識別できる環境の整備が必要！

不動産を一意に特定することは難しく…

登記では、建物・土地とも「地番」
で管理
住居表示エリアでは日常は住所を
使用

住所と地番の混在
1つの住所に100以上の建物があ
る場合も各地に存在
（「1住所複数建物」は全国約
20％、東京都は40％程度
2023年度国土交通省推計）

1住所複数建物
「１住所複数建物」などの地域で
は識別のために通称住所が流通す
る場合も

通称住所
例）千代田区 霞が関

表記のゆれ

霞ヶ関
霞ケ関

霞ヵ関

(正しい表記)

(表記ゆれ)

☞
(イメージ)

〒100-0013
東京都千代田区霞が関2-1-1
MLTビルディング 

不動産IDにより、
郵便番号・住所・位置情報を一元的に管理

18



不動産IDのユースケース（イメージ）
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⚫ 不動産IDが整備されることにより、不動産業の効率化、物流業務の効率化、人口分布マップのリアルタイム生成によ
る行政分野での活用などが期待される

行政分野での活用

住民基本台帳に不動産IDを組込むことで、
住基データのデジタルマップでの活用が可能に

住民基本台帳

• 氏名
• 生年月日
• 住所 …

郵便番号/住所/位置情報

不動産ID

11
11

1

2

3
2

4

10

7

6

11
11

1

2

3
2

4

10

7

6

住基データ
（氏名・住所など）

住基データ
（氏名・住所など）

不動産ID

不動産ID

組込

住基データに基づく人口グリッドマップの作成に
より、救急・消防業務の円滑化・空家把握の
効率化・バスの運行ルート検討などの効率化
が可能になる想定

物流業務の効率化

不動産を一意に特定可能になり、
物流業務における業務負担の軽減に

不動産IDの導入により、建物の特定が可能
となり配達先の確認等が不要になることで、
物流業務の効率化につながると想定

四谷1-2-3
ハイツ四谷

四谷1-2-3
コーポ四谷

四つ谷1-2-3
101

？
？

四谷1-2-3
ハイツ四谷

四谷1-2-3
コーポ四谷

四つ谷1-2-3
101

ID：XXXX

ID：XXXXID：YYYY

〇×

宛先が分からず電話等で確認の
手間が発生…

宛先を特定でき、
速やかに配達！

不動産業の効率化

不動産の特定が可能になり、
不動産情報の名寄せや連携がスムーズに

不動産IDの導入により表記ゆれに依存せず
データ連携が可能となり、自治体等がオープン
化した生活インフラや都市計画情報を名寄せ
することで、物件調査の負担の軽減に繋がる

都市計画
情報

ガス等
施設情報

学区

四つ谷1-2-3
ハイツ四谷 四谷1丁目2番3号

ハイツ四谷

四谷１ー２ー３
ハイツ四谷

四ツ谷１丁目２ー３
ハイツ四ツ谷

表記ゆれ等
により特定困難

不動産IDにより
データ連携が容易に

ID：XXXX

ID：XXXX

ID：XXXX



不動産IDの取組概要

⚫不動産IDの普及促進に向けて、国土交通省では、令和５年度に「不動産ID官民連携協議会」を設置し、
不動産登記情報を活用した不動産IDによる実証事業等を実施した。

⚫当該実証事業等により不動産登記情報を活用した不動産IDの実現について課題が明らかとなったため、令
和６年度以降は、不動産登記情報ではなく、日本郵便株式会社が保有する住所データを用いて不動産
IDを生成する方法について検討を行っているところ。

3. 不動産IDへの位置情報の付与に関する検討着手

• １住所複数建物を区別する手法として、不動産IDに位置情報を
付与する検討を開始。

2. 日本郵便㈱の住所データの網羅性の検証

• 日本郵便のデータを用いて不動産IDを試作し、網羅率が90％以
上であることを確認。（不動産IDの基データとして日本郵便の住所
データを用いることの優位性を確認）

1. 日本郵便データを不動産ID用データへと変換する手法
の検討

• “郵便受箱ごと”の日本郵便データを“建物ごと”の不動産IDデータに
変換する業務フローについて、一部郵便局で試行を実施。

令和5年 令和6年 令和7年

不動産ID官民連携協議会を設置

令和6年度の検討成果

2. 不動産IDに位置情報を付与する手法の検討
• 不動産IDに、位置情報を付与するための手法について、郵便局での試行を通じ、

実現可能なプロセスを検討。

1. 不動産ID用データ生成手法の検討（試行郵便局の拡大）
• 日本郵便データを建物ごとのデータに変換する方法について、試行郵便局を拡大し、

不動産ID生成プロセスの整理・検証を実施。

3. 2027年度中の試験運用開始に向けた先行整備地域の検討
• 先行整備地域の候補自治体と、不動産IDの行政分野における想定ユースケースに

ついて協議を開始
• 今年度の施行を通じて生成した不動産ID仮データを用いた一部実証も実施

4. 不動産IDの仕組みに関する検討着手
• 不動産IDの仕組みに関する検討に着手
• 来年度、各種ルールの検討を本格化させる想定

令和7年度の検討成果
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ジオAI等に関する取組について

令和８年３月18日（水）
国土交通省 政策統括官付 地理空間情報課



G空間プロジェクトとは

22

地理空間情報活用推進基本法と準天頂衛星システム「みちびき」の歩み

○2007年の「地理空間情報活用推進基本法」成立以降、「みちびき」の初号機打上げ（2010年）や４機体制の構築による高精
度測位サービスの提供開始（2018年）等の基盤技術の整備を経て、産学官の多様な分野でG空間技術の実装が進展。

○ ７機体制の構築※1や、その先の11機体制の構築※2により、測位サービスのさらなる充実が期待される。
 ※1 他国のシステムに頼らず、みちびきのみでの測位が可能となる。
 ※2 ７機のうち、どの１機が故障しても測位可能となる。また、サービスエリアの拡大が可能となる。

2007年度
 地理空間情報活用推進基本法成立

2010年度
みちびき初号機打上げ

2018年度
 ４機体制によるサービス開始
（センチメータ級測位補強
サービス含む）

５,7号機を打上げ
（7機体制構築）

11機体制に向けた開発2011年度
 ４機体制整備、
７機体制を目指すことを閣議決定

2016年度
Ｇ空間情報センター設立

○G空間情報（Ｇ：Geospatial）とは、衛星測位
等によって得られた位置や時間、それらに紐づく多様
な情報である。

○G空間情報は、地理情報システム（GIS）によって
可視化することにより、防災・災害復旧や海洋政策の
高度化、交通・建設・農業等の多様な分野における
生産性の向上に寄与する。

GIS：Geographic Information System
…位置に関するデータを電子地図上に視覚的 
に表示し、分析するシステム

地理情報システム（GIS）

避難施設情報

災害時の自動
車通行実績情
報

基盤的地図情報

重ね合わせる

災害時の安全な
避難ルート

（例）

2025.2.2
 6号機打上げ

（「みちびき」、
GPS等）

衛星測位

地理空間情報の技術基盤

高精度測位を支える電子基準点

2021年度
 初号機後続機打上げ

2023年度
 ７機体制整備、
11機体制を目指すことを閣議決定



G空間プロジェクトの社会実装 ー主な活用領域と事例ー

交通・物流

・衛星測位を利用した運転支援、
自動運転

・ドローンを活用した荷物等配送

・過疎地等での移動手段確保
・ドライバー不足解消

防災・減災

・みちびき独自の安否確認、災害・危
機管理通報サービス

・電子基準点網による地殻変動監視

・衛星画像やドローンによる情報収集

・災害からの国民の安全確保
・迅速な応急・復興

AI

スマート農業

・衛星測位を利用した農業機械
（トラクター等）の自動走行

・ドローンや人工衛星を活用した生
育診断

・農機の運行状況の高精度把握に
よる経営改善

・農業の成長産業化と地域活性化

i-Construction
・衛星測位を利用したICT建設機械に
よる施工

・3Dレーザスキャナ等による３次元デー
タの取得と利活用

・高精度測位と高精度三次元地図も
活用し除雪作業の省力化（i-Snowプ
ラットフォーム）

・建設生産システムの生産性向上

インフラ管理

・ドローン等を活用したインフラ維持
点検

・衛星データを活用した水道管破
損の予測

・インフラ管理の人手不足や安全性の確保
・効率的な水道管の維持管理・老朽化対策

海 洋

・AUVの海中の高精度測位

・海洋状況把握（MDA）と情
報の利活用の推進

・海洋探索や海洋資源開発の高度化
・海洋における環境保全、産業振興、防災・減災等
に貢献

情報流通推進基盤（G空間情報センター）

・多様な地理空間情報を課題解決に活用できる環境の構築

土砂災害の状況把握

3次元点群データ
の差分解析

災害リスクの三次元可視化

・洪水時の浸水状況を可視化

・垂直避難や水平避難の可否を
分かりやすく表示

3D都市モデルによる
浸水状況の可視化

・土砂量の差分を解析し、崩
落懸念エリアの土砂量を推定

・二次災害防止に貢献（熱
海土砂災害）

レジャー

・みちびき独自のサービスに対応し
たゴルフウォッチ

・グリーンまでの距離を精度1-2ｍ
で確認できる環境の実現
・警報受信による安全確保

自律型無人探査機（ＡＵＶ）

電子基準点

出典:qzss.go.jp
準天頂衛星みちびき
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（参考） Ｇ空間情報 これまでの２０年
公表情報をもとにジオAI研究会事務局作成（画像は出典企業HP等から引用）

2007年
基本法の制定

2016年

Society5.0
第５期科技イノベ基本計画

2018年

DX
DXレポート公表

2022年

イノベ×安保
経済安保推進法の制定

2025年

withAI
AI法の制定４機体制

（2018年）

初号機
（2010年）

準天頂衛星システム「みちびき」

3D電子国土基本図
（2025年～）

スマート農業促進法
（2024年～）

（2010年～）

衛星測位に関する取組方針
（2021年～）

さまざまな測位サービスが進展！

多くの分野で社会実装が進展！

Ｇ空間情報が質・量ともに拡大！

MADOCA-PPP／信号認証サービス
（2024年～）

（2020年～）
点群データ活用

（熱海土石流：2021年）
（2016年～）

※自動運転Lv.3対応車

地球観測衛星（ALOS:2006年～）

人流データの活用
（2017年～）

CLAS／災危通報
（2018年～）

SBAS
（2020年～）

※衛星測位
※データ活用
※社会実装

（2020年～）
Pokémon GO
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地理空間情報の拡がり～静的データから３D・動的データなどへ～

■GISデータ(国土数値情報など）
学校 洪水浸水想定区域 地価公示

鉄道 将来人口推計メッシュ土砂災害警戒区域

■地図 （電子国土基本図など）

電子国土基本図（国土地理院）

OpenStreetMap (https://www.openstreetmap.org/)

■人流データ ■三次元データ（PLATEAUなど） ■点群データ

出典：国土地理院出典：国土交通省

■衛星データ

出典：JAXA HP（https://earth.jaxa.jp/ja/eo-knowledge/remote-sensing/index.html）

■土地・建物データ
■統計データ
■台帳情報
■テキスト情報
■センサーデータ
■主観データ ・・・など 25



「ジオＡＩ研究会」の開催について

○ スマートシティや不動産、防災・減災やインフラ管理、ロボティクスや自動運転など、多様な分野のDXを支え
る地理空間情報の活用が広がる中、急速に進展するAIの技術と融合（地理空間情報×AI）することで、我が
国経済・社会における地理的・空間的問題の解決が一層図られるとの期待が寄せられている。 

○ これを踏まえ、「ジオAI研究会」では、ジオAI（地理空間情報×AI）に関する産学官の取組を戦略的に加速す
るため、その実現に向けた「課題・論点」や「取組の方向性」について議論を行う。

委員等

【委員】 ◎：座長 （五十音順、敬称略）

井上 陽介 G空間情報センターセンター長／PwCコンサルティング合同会社ディレクター

大橋 弘 東京大学大学院経済学研究科教授

川島 邦之 一般社団法人LBMA Japan代表理事

河端 瑞貴 慶應義塾大学経済学部教授

清田 陽司 麗澤大学工学部教授／人工知能学会理事

久保 信明 東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門教授

越塚 登 東京大学大学院情報学環教授

坂下 哲也 一般財団法人日本情報経済社会推進協会常務理事

柴崎 亮介 麗澤大学副学長／東京大学大学院情報学環・学際情報学府特任教授

島崎 康信 株式会社パスコ研究開発センター未来創造グループグループ長

髙瀬 啓司 ESRIジャパン株式会社ソリューション開発グループ課長

布施 孝志 東京大学大学院工学系研究科教授

【オブザーバー】
公益財団法人 日本測量調査技術協会
一般社団法人 地理情報システム学会

【関係省庁】

内閣官房、内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省

【事務局】
内閣官房地理空間情報活用推進室（G空間室）、国土交通省、国土地理院

◎

主な検討事項

当面のスケジュール

① ジオAIをめぐる最近の動向
② ジオAIの概念整理、目指す姿
③ ジオAIの推進・実現に向けた「論点・課題」の整理
④ 産官学による「取組の方向性」（協調領域、競争領域） 
⑤ 推進にあたって配慮・考慮すべき事項

令和８年2月：研究会設置
～以降、月1回程度開催～

令和８年５月頃：中間整理（予定）
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ジオＡＩへの期待① ～国内外での議論～

地理情報システム学会（GIS学会）

学会誌「GIS-理論と応用」 GeoAIの企画特集

出典： https://www.jstage.jst.go.jp/browse/thagis/list/-char/ja

「GIS NEXT」（ネクストパブリッシング社）

2026年1月 第９４号

「特集 AI×MAPでクマ被害を回避せよ」

2024年10月 第89号

「特集：奮闘するGeoAIの開拓者たち」

出典： http://www.nextpb.com/gisnext/index.html

地理空間情報×AIに関する特集や
関連記事が掲載

アメリカ地理学協会（American Geographical Society）

「The Future of GeoAI and the Planet」
をテーマにシンポジウム開催（2025年10月）

人工知能学会

地理空間×AIの分野の関連セッションが複数開催

2026年度 全国大会 （2026年6月予定）
OS-14 空間・系列データとAI
OS-27 不動産とAI
OS-28 GeoAI: 地理空間情報とAI

2025年度 全国大会 （2025年5月）
OS-21 不動産とAI
OS-37 AIを用いた空間・時系列データのモデリング手法
と応用

2025年33巻 No.3（2025年12月）

「特集 GeoAI：AI時代のGISフロンティア」

• GeoAI―G空間情報から時空間知能への進化
• GeoAIにおけるGISとBIMの融合における課題と展望
• GeoAI標準化の取り組み
• GeoAIプロンプトエンジニアリングの理論と実践
• 空間情報処理のサイクルにおけるAI技術の体系と展望
• GeoAIの社会実装の動向
• 地理空間AIを活用した地盤評価予測システムの開発と実践
• GeoAIにおける衛星リモートセンシングの動向と展望

出典： https://www.ai-gakkai.or.jp/jsai2025/
https://www.ai-gakkai.or.jp/jsai2026/

出典： https://www.geography2050.org/
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ジオＡＩへの期待② ～学術領域のランドスケープ～

出典： 厳 網林（慶応義塾大学環境情報学部教授）. 「GeoAI―G空間情報から時空間知能への進化」. GIS-理論と応用. 2025 年33巻3号. p1-14

2.2 GeoAIの研究領域
レビュー対象にした152論文のScopusデータを視覚化ツールVOSviewer（https://www.vosviewer.com/）に投入し，著者キーワードのネットワーク図を作った（図１）．

円の大きさはキーワードの相対頻度を表している．中心性の高いものは中央に，関連性の強いものが近くに配置されている．類似性の高いものは1つの配色にまとめられている．
コア技術は中央，頻度の低いものを外苑にプロットしている．
図1からGeoAIは人工知能，機械学習，深層学習の3つのコア技術によって支えられていることが読み取れる．黄色と青色の塊は大きく，遠い外縁へ広がっている，緑色はその

次に大きい．黄色は空間モデリングと表現に関するもの，青色は基盤モデル，災害関連のものが集まっている．緑色は地理，社会，持続可能な発展に関するものが多い．自然言
語処理関係は紫と赤に分かれている． 28



ジオＡＩへの期待③ ～マルチモーダルAI～
※出典：柴崎 亮介 麗澤大副学長 提供資料
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ジオＡＩへの期待④ ～未知の状況への対応～
※出典：柴崎 亮介 麗澤大副学長 提供資料
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MCPサーバーの操作動画
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